
 

佐賀市成年後見制度における成年後見人等の報酬助成事業実施要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，成年後見制度の利用にあたり、成年後見人、保佐人、補助人（以

下「成年後見人等」という。）に対する報酬を負担することが困難である者に対し、

成年後見人等の報酬に対して佐賀市が行う助成について必要な事項を定めるものとす

る。 

（助成の対象者） 

第２条 助成の対象者は、佐賀市民（住所地特例により他の市区町村が介護保険サービ

ス、障害福祉サービス等を負担している者は除く。）であって家庭裁判所により成年

後見人等が選任された者で、次の各号のいずれかに該当するもの（以下「対象者」と

いう。）とする。 

(1) 生活保護を受けている者 

(2) 活用できる資産、貯蓄等がなく、成年後見人等の報酬の全部又は一部の助成を受

けなければ生活保護の受給の対象者となる者 

 (3) その他市長が必要と認める者 

（本人が死亡した場合の助成対象者の特例） 

第３条 第７条の規定による申請を行う前に本人が死亡した場合、又は、家事審判法

（昭和２２年法律第１５２号）第９条第１項甲類第２０号の規定に基づく家庭裁判所

の報酬付与の審判（以下「報酬付与の審判」という。）が本人の死亡後に行われた場

合は、報酬付与の審判により報酬を付与するとされた成年後見人等を助成対象者とす

る。 

（助成額） 

第４条 助成額は、対象者の収入から福祉サービス利用料、社会保険料、生活費等の市

長が認める経費を差し引いた額が、成年後見人等の報酬額に満たない場合に、当該不

足額とする。ただし、平成２０年３月３１日以前分の報酬については助成の対象とし

ない。 

（助成の上限額） 

第５条 助成の上限額は、報酬付与の審判によって決定された報酬額とし、助成対象者

の生活の場が在宅の場合にあっては月額２万８０００円、在宅以外の場合にあっては

月額１万８０００円を上限とする。 

２ 前項の規定により助成額を算出する場合において１月に満たない日数があるときは、 

 当該１月に満たない日数に係る助成額は、日割計算により算出するものとする。ただ

し、その額に１円未満の端数が生じた場合にあっては、その端数を切り捨てた額とす

る。 

 



 

 （助成対象期間） 

第６条 助成対象期間は、成年後見人等が行った一定期間の成年後見等の事務に対して

事後にその報酬額を決定するという報酬付与の審判の特性に鑑み、報酬付与の審判に

よって決定された報酬対象期間とする。 

（助成の申請） 

第７条 成年後見人等の報酬の助成を申請できる者は、対象者又は対象者の成年後見人

等（以下「申請者」という。）とする。 

２ 報酬付与の審判により家庭裁判所が報酬額を決定し、申請者が助成を受けようとす

るときは、成年後見人等の報酬助成申請書（様式第１号）により、報酬付与の審判決

定の日から１年以内に市長に申請しなければならない。 

３ 助成を受けようとする申請者が報酬付与の審判申立を行ったときは、前項の規定に

かかわらず、報酬付与の審判申立後に成年後見人等の報酬助成申請書（様式第１号）

により、市長に申請することができるものとする。 

４ 申請者は、前第２項及び第３項に規定する申請書に、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。ただし、前項による申請の場合は、第４号の報酬付与の審判決定書の

写しは報酬付与の審判が行われた後に速やかに提出しなければならない。 

（１） 公的年金等の源泉徴収票の写し等の収入の判明する書類 

（２） 金銭出納簿及び領収書の写し等の必要経費の判明する書類 

（３） 財産目録等の写し等の資産状況の判明する書類 

（４） 報酬付与の審判決定書の写し 

（５） 成年後見人等の登記事項証明書の写し 

（６） 生活保護を受けている場合はその証明書 

（７） その他市長が必要と認めた書類 

（助成の決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、成年後見人等の報酬助成申請

書、添付書類及び当該申請に係る対象者の資産状況等の実態を調査し、助成の可否を

決定する。 

２ 市長は、助成の決定を行ったときは、申請者に対し、成年後見人等の報酬助成決定

（却下）通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

 （助成金の支払い） 

第９条 前条に規定する助成の決定を受けた申請者は、成年後見人等の報酬助成請求書

（様式第３号）により、当該決定された助成金を請求することができる。 

２ 助成金の支払いは、前項の請求に基づき申請者名義の口座への口座振込みによって

行うものとする。 

（成年後見人等の責務） 

第１０条 前条の助成金の支払いを受けた申請者は、申請者名義の口座に振り込まれた

助成金を成年後見人等の報酬以外の目的に使用してはならない。 



 

（助成金の返還） 

第１１条 市長は、偽りその他不正な手段により助成金の支給を受けた者があるときは、

その者に対して助成金の全部又は一部の返還を成年後見人等の報酬助成金返還命令書

（様式第４号）により返還を求めることができる。 

（補則） 

第１２条 この要綱の実施について必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は，平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は，令和３年１０月１日から施行する。 

 


